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令和元年度 雲南市財政健全化審査意見書 

 

第１ 審査の種類 

健全化判断比率審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項） 

なお、この審査は雲南市監査基準に準拠して実施した。 

 

第２ 審査の対象  

１ 令和元年度 健全化判断比率 

(1)実質赤字比率 

    (2)連結実質赤字比率 

    (3)実質公債費比率 

    (4)将来負担比率 

２ 算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

算定対象会計 

普
通
会
計 

一 般 会 計  

一般会計等に属す

る特別会計 

農業労働災害共済事業特別会計 

土地区画整理事業特別会計 

公

営

事

業

会

計 

一般会計等以外の特

別会計のうち公営企

業に係る特別会計以

外の特別会計 

国民健康保険事業特別会計  

後期高齢者医療事業特別会計 

公
営
企
業 

法適用 

水道事業会計  

工業用水道事業会計 

病院事業会計 

法非適用 生活排水処理事業特別会計 

 

一部事務組合 

島根県市町村総合事務組合  

島根県後期高齢者医療広域連合 

雲南広域連合 

雲南市・飯南町事務組合 

 

地方公社 

第三セクター等 
雲南市土地開発公社（債務保証法人）  
島根県住宅供給公社（損失補償法人） 

 

第３ 審査の実施場所及び日程   

実施場所：雲南市役所会議室 

日  程：令和２年８月３日から令和２年８月１４日まで（１２日間） 

 

第４ 審査の着眼点及び主な実施内容 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

が適正に作成されているかどうかを主眼とし、関係職員から説明を受け実施した。 
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第５ 審査の結果 

   審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも関係法令に準拠して作成され、その算定は適正であると認めた。 

   審査の概要並びにそれに対する意見は、次のとおりである。 

 

 

１ 健全化判断比率 
   

令和元年度決算に基づく健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 
（単位：％、ポイント） 

健全化判断比率 令和元年度 平成 30年度 増減 
早期健全

化基準 

財政再

生基準 

(1)実 質 赤 字 比 率 － － － 12.65 20.00 

(2)連結実質赤字比率 － － － 17.65 30.00 

(3)実質公債費比率 11.1 10.8 0.3 25.0 35.0 

(4)将 来 負 担 比 率 107.2 94.7 12.5 350.0 － 

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果が赤字でないため

「－」で表示した。 

 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果、該当の数値はない。 

実質公債費比率は、11.1％で、前年度に比べ 0.3ポイント増加している。なお、早期 

健全化基準（25.0％）、財政再生基準（35.0％）を下回っている。 

将来負担比率は、107.2％で、前年度に比べ 12.5ポイント増加している。なお、早期

健全化基準（350.0％）を下回っている。 

 本市の比率は、いずれも財政の健全段階の範囲である。 

 

（1）実質赤字比率 

 地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すもので、

比率は次の算式による。 

 

 

実質赤字比率 ＝     

 

 

 本市の一般会計等の実質収支額は 339,018千円の黒字となっているため、実質赤字比

率はない。 

 

 一般会計等の実質収支額の状況 

   （単位：千円、％） 

区 分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

一般会計 338,923 302,860  36,063  11.9  

農業労働災害共済事業特別会計 17 14  3  21.4  

土地区画整理事業特別会計 78 393  △315  △80.2  

合計 339,018 303,267   35,751  11.8  

             

    標準財政規模 

・早期健全化基準 12.65％ 

（団体・年度ごとに算定） 

・財政再生基準  20.00％ 

△一般会計等の実質赤字

額 
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 標 準 財 政 規 模 の 内 訳 

   （単位：千円、％） 

区 分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

 標準税収入額等 4,800,725 4,917,626 △116,901  △2.4  

 普通交付税額 11,669,053 11,874,452 △205,399  △1.7  

 臨時財政対策債 503,816 686,814 △182,998  △26.6  

合計（標準財政規模） 16,973,594 17,478,892  △505,298  △2.9  

  

標準財政規模（標準税収入額等、普通交付税額、臨時財政対策債の合計額）は

16,973,594千円で、前年度に比べ 505,298千円（2.9%）の減少となっている。 

 

（2）連結実質赤字比率 

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標 

化し、運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。 

 

 

連結実質赤字比率 ＝   

 

 

 連結実質収支額は 3,799,918千円の黒字となっているため、連結実質赤字比率はない。 

 

各会計の実質収支額及び資金剰余額 

（単位：千円、％） 

区 分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

一般会計等 339,018 303,267 35,751  11.8 

国民健康保険事業特別会計 22,907 78,387 △55,480  △70.8  

後期高齢者医療事業特別会計 7,087 6,860 227  3.3  

水道事業会計 1,780,401 1,683,761 96,640  5.7  

工業用水道事業会計 141,498 155,980 △14,482  △9.3  

病院事業会計 1,460,896 1,452,508 8,388  0.6  

生活排水処理事業特別会計 48,111 4,170 43,941  1053.7 

合計 3,799,918 3,684,933   114,985  3.1  

 

（3）実質公債費比率 

 借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示した

もので、比率は次の算式により 3ヵ年平均で算出する。 

 

 

 

 

 

 

・早期健全化基準 25.0％ 

・財政再生基準  35.0％ 

          

  標準財政規模 

・早期健全化基準 17.65％ 

 （団体・年度ごとに算定） 

・財政再生基準 30.00％ 

△連結実質赤字額 
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実質公債費比率＝ 

 

 

実質公債費比率は、次表のとおりである。 

  （単位：％、ポイント） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増減 

実質公債費比率（3ヵ年平均） 11.1 10.8 0.3 

 

3ヵ年平均の実質公債費比率は 11.1％で、前年度に比べ 0.3ポイント増加しているが、

早期健全化基準（25.0％）を下回った数値となっている。また、単年度で比較してみる

と、当年度は 11.7％で、前年度に比べ 0.6ポイント増加している。 

 

実 質 公 債 費 比 率 算 定 の 内 訳 

 （単位：千円、％） 

区 分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 

A 元 利 償 還 金 3,946,763 3,991,907 4,081,165 

B 準 元 利 償 還 金 1,995,750 2,041,621 2,105,398 

C 特 定 財 源 44,848 56,640 111,405 

D 
元利償還金等に係る基準財政

需 要 額 算 入 額 
4,428,393 4,526,820 4,668,623 

分子合計（ A+B ）－（ C+D ） 1,469,272 1,450,068 1,406,535 

E 標 準 財 政 規 模 16,973,594 17,478,892 17,877,805 

D 
元利償還金等に係る基準財政

需 要 額 算 入 額 
4,428,393 4,526,820 4,668,623 

分母合計（ E－D ） 12,545,201 12,952,072 13,209,182 

実質公債費比率（単年度） 11.7 11.1 10.6 

   

 

ア 元利償還金、準元利償還金の状況について  

元利償還金及び準元利償還金は 5,942,513 千円で、前年度に比べ 91,015 千円

（1.5％）の減少となっている。これは主として、生活排水処理事業の償還金の減 

少によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元利償還金 A＋準元利償還金 B － 

    （特定財源 C＋元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 D） 

標準財政規模 E － 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 D 

×100 
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元利償還金、準元利償還金の状況 

（単位：千円、％） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

元利償還金（一般会計等）（※1） 3,946,763 3,991,907 △45,144   △1.1  

準 元 利 償 還 金   （※ 2 ） 1,995,750 2,041,621 △45,871 △2.2  

 

水 道 事 業 会 計 349,523 329,040 20,483 6.2  

工 業 用 水 道 事 業 会 計 0 0 0 － 

病 院 事 業 会 計 262,905 212,526 50,379    23.7  

生活排水処理事業特別会計 1,273,829 1,368,215 △94,386 △6.9 

一 部 事 務 組 合 106,312 128,489  △22,177 △17.3 

公債費に準ずる債務負担行為額 3,181 3,351    △170 △5.1 

合  計 5,942,513 6,033,528 △91,015 △1.5 

※１ 元利償還金は、一般会計などの公債費である。 

※２ 準元利償還金は、主として公営事業会計の支払う元利償還への一般会計からの繰出金や将

来の支払いを約束した債務負担行為額である。 

 

 

イ 特定財源の状況について     

元利償還金から控除される特定財源は 44,848千円で、前年度に比べ 11,792千円

（20.8％）の減少となっている。これは、公営住宅使用料のうち公債費への充当可

能額が減少したことによるものである。 

 

特 定 財 源 の 状 況 

                    （単位：千円、％） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

国 ・ 県 か ら の 利 子 補 給 0 0 0 － 

貸付金の財源として発行した地方

債に係る貸付金の元利償還金 
10,600 10,000 600 6.0 

公 営 住 宅 使 用 料 32,163 44,556  △12,393 △27.8 

都市計画事業の財源として発行さ

れた地方債償還額に充当した都市

計画税 

0 0 0 － 

そ の 他 2,085 2,084 1  0.0  

合  計 44,848 56,640 △11,792 △20.8  

※特定財源は公債費に充当されているものである。 
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ウ 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額の状況について  

   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は 4,428,393千円で、前

年度に比べ 98,427千円（2.2％）の減少となっている。これは主として、事業費補

正として算入された公債費が減少した結果である。 

 

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額の状況 

  （単位：千円、％） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

事業費補正により基準財政需要額

に算入された公債費  （※１） 
876,325 970,485 △94,160  △9.7  

災害復旧費等に係る基準財政需要

額           （※２） 
3,360,133 3,372,228  △12,095   △0.4  

密度補正により基準財政需要額に

算入された元利償還金（※３） 
191,935 184,107   7,828 4.3 

合  計 4,428,393 4,526,820 △98,427 △2.2  

※１ 道路橋りょう費や下水道費の市債償還金が主なものである。 

※２ 過疎債、合併特例債償還金を含むものである。 

※３ 病院事業債償還金などである。 

 

(4）将来負担比率 

 一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残

高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すもので、比率は

次の算式による。 

 

 

 

 

 

将来負担比率 ＝  

 

 

将来負担比率は、次表のとおりである。 

              （単位：％、ポイント） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増減 

将来負担比率（A－B／C－D） 107.2 94.7 12.5 

 

 

 

 

 

 

 

  将来負担額 A－充当可能な財源（基金・特定歳入等）B   

標準財政規模 C－元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 D 

・早期健全化基準 350.0％ 

・財政再生基準    ―％ 

×100 
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将 来 負 担 比 率 算 定 の 内 訳 

                                （単位：千円、％） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

A 将来負担額 63,935,966 62,754,542 1,181,424 1.9 

B 充当可能な財源 50,480,216 50,482,036 △1,820 △0.0 

分子 計（A－B） 13,455,750 12,272,506 1,183,244 9.6 

C 標準財政規模 16,973,594 17,478,892 △505,298 △2.9 

D 
元利償還金等に係る基準

財政需要額算入額 
4,428,393 4,526,820 △98,427 △2.2 

分母 計（C－D） 12,545,201 12,952,072 △406,871 △3.1 

 

 令和元年度の将来負担比率は 107.2％で、前年度に比べると 12.5ポイント増加となっ

ている。これは分母となる標準財政規模 505,298千円（普通交付税額が 205,399千円減、

臨時財政対策債が 182,998千円減、標準税収入額等が 116,901千円減）が減少したため

である。当年度の指数は、財政の健全化を示す早期健全化基準（350.0％）を下回った

数値となっている。この数値は、低い方が将来の財政を圧迫する可能性が低いと言える。 

 

ア 将来負担額の状況について     

将来負担額は 63,935,966千円で、前年度に比べ 1,181,424千円（1.9％）の増 

額となっている。これは主に、地方債の現在高が増額したことによるものである。 

 

将 来 負 担 額 の 内 訳 

                （単位：千円、％） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

地 方 債 の 現 在 高 36,244,722 34,345,113 1,899,609 5.5 

債務負担行為に基づく支出予定額 2,715 5,084 △2,369 △46.6 

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 22,147,829 22,608,471 △460,642 △2.0 

組 合 へ の 負 担 等 見 込 額 957,263 1,066,382 △109,119 △10.2 

退 職 手 当 負 担 見 込 額 4,450,832 4,722,221 △271,389 △5.7 

設立法人の負債額等負担見込額 132,605 7,271 125,334 1723.8 

連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0 ― 

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 ― 

合  計 63,935,966 62,754,542 1,181,424 1.9 
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イ 充当可能な財源の状況について    

充当可能な財源は 50,480,216千円で、前年度に比べると 1,820千円（0.0％） 

減少している。これは主として、充当可能な基金が減額したことによるものである。 

 

充 当 可 能 財 源 等 の 状 況 

           （単位：千円、％） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増減額 増減率 

充 当 可 能 な 基 金   （ ※ 1 ） 7,372,569 7,793,217 △420,648 △5.4 

充 当 可 能 な 特 定 歳 入 （ ※ 2 ） 308,829 259,052 49,777 19.2 

 うち都市計画税 0 0 0 ― 

基準財政需要額算入見込額 （※3） 42,798,818 42,429,767 369,051 0.9 

合  計 50,480,216 50,482,036 △1,820 △0.0 

※1 地方自治法第 241 条に規定する基金であって、現金･預金･国債等で保有してい       

るもの。 

※2 地方債の償還に充当することができる国・県等からの補助金、公営住宅の賃借料及び都市

計画税などを対象としている。 

※3 普通交付税の算定基礎となるもので、地方公共団体の財政需要を合理的に算出した額のう

ち、公債費等について国の定めた算定額を財政需要額へ算入するもの。 

 

 

第６ まとめ 

１ 実質赤字比率について 

    一般会計等の実質収支額の合計は 339,018千円の黒字となっているので、該当 

する数値はない。 

 

２ 連結実質赤字比率について 

    本市の連結実質収支額の合計は 3,799,918千円の黒字となっているので、該当 

する数値はない。 

 

    実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、地方公共団体の赤字の程度を指標化し

たもので、当年度の実質収支額は黒字であり、健全段階の範囲となっている。 

 

３ 実質公債費比率について 

    実質公債費比率は、単年度では 11.7％で、前年度に比べ 0.6ポイントの増加、 

   3ヵ年平均では 11.1％で、前年度に比べ 0.3ポイントの増加となり、早期健全化 

基準（25.0％）を下回った数値となっている。 
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         実質公債費比率の推移 （数値は３ヵ年平均値） 

 

 

 

４ 将来負担比率について 

   将来負担比率は 107.2％で、前年度に比べ 12.5 ポイント増加しているものの、

早期健全化基準（350.0％）を下回った数値となっている。 

 

                                         

将来負担比率の推移 

    

 

 

第７ 審査意見 

   財政の健全化判断を示すいずれの比率についても、健全な段階の範囲となってお 

り、特に指摘すべき事項はない。実質公債費比率は 3ヵ年平均で算出されるが、来 

年度も増加傾向にあるため、引き続き中期財政計画に基づき対処されたい。 

 


